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江田島市障害者生活支援センター 重要事項説明書 

（指定一般相談支援事業・指定特定相談支援事業・指定障害児相談支援事業） 

 

本重要事項説明書は、社会福祉法第76条及び第77条、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）第５条、並びに児童福祉法に基づく指定障

害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（以下「基準」という。）第５条に基づき、相談支援

サービスに関する利用契約の締結を希望される方に対して、当事業所の概要や提供されるサービス内

容、契約上ご注意いただきたいことを説明するものです。 

 

１ 事業者 

法人の名称 社会福祉法人 江田島市社会福祉協議会 

法人の所在地 広島県江田島市能美町鹿川２０６０番地 

代表者氏名 会長  堂野﨑 平 

連絡先 
電話 (０８２３)４０－２５０１   ＦＡＸ (０８２３)４０－２５０２ 

メール：info@etajima-syakyo.org 

 

２ 事業所の概要 

名称 江田島市障害者生活支援センター 

所在地 広島県江田島市能美町鹿川２０１５番地２ 

連絡先 
電話 (０８２３)２７－８８８０  ＦＡＸ (０８２３)２７－７７６０ 

メール：esien@etajima-syakyo.org 

管理者 植松 実穂 

開設年月 平成 18 年 10 月１日 

事業指定 

指定一般相談支援事業所 ・令和６年４月1日指定  ３４３３３５００１８号 

指定特定相談支援事業所 ・令和６年４月1日指定 ３４３３３５００１８号 

指定障害児相談支援事業所・令和６年４月1日指定 ３４７３３０００１４号 

事業実施地域 江田島市全域 

主たる対象者 （特定なし） 

サービスの種類 

(指定相談支援) 

・指定一般相談支援 指定地域相談支援サービス（地域移行支援、地域定着支援） 

・指定特定相談支援  指定計画相談支援サービス 

・指定障害児相談支援  指定障害児相談支援サービス 

地域生活支援 

拠点等 

１ 相談  常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に 

必要なサービスのコーディネートや相談、その他の必要な支援を行う。  

２ 地域の体制づくり 地域の様々なニーズに対応できるサービス提供体制の確保

や、地域の社会資源の連携体制の構築等を行う。 

事業の目的 

利用者が、地域において、その有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又

は社会生活を営むことができるよう、利用者に対して必要な相談支援サービスを提

供します。 



運営方針 

１ 利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、身体の状

況、その置かれている環境等に応じて、利用者又はその家族の選択に基づき、適

切な保健、医療、福祉、就労支援、教育等のサービスが、多様な事業者から総合

的かつ効果的に提供されるよう、援助を適切に行います。 

２ 相談支援サービスの提供にあたっては、利用者やその家族の意思及び人格を尊

重し、常に利用者やその家族等の立場に立ち、利用者に提供される福祉サービス

等が特定の種類又は特定の障害福祉サービス事業者に不当に偏することのないよ

う、公正中立に行います。 

３ 相談支援サービスの提供にあたっては、市町、他の障害福祉サービス事業者等

と綿密な連携を図り、地域において必要な社会資源の改善・開発に努めます。 

４ 相談支援サービスの提供にあたっては、利用者が地域の保育、教育、就労等の

支援を受けることで、障害の有無にかかわらず、共生し、成長できるよう、地域

社会への参加やインクルージョンの推進、自己決定の尊重及び自己決定支援に努

めます。 

５ 障害者施設、精神科病院等からの地域生活の移行に努めるとともに、地域移行

支援・地域定着支援の提供にあたっては、住居の確保、緊急時を含めたその他地

域生活の相談に努めます。 

 
３ 営業時間 

営業日 月曜日～金曜日（土、日、祝日、５月３日～５月５日、12月29日～１月３日を除く） 

営業時間 午前８時 30 分～午後５時 15 分 

上記の営業日・営業時間のほか、携帯電話への転送により緊急時の連絡が可能な体制をとっています。 

 

４ 職員の体制 

職種 員数 
常勤 非常勤 

常勤換算 所有資格 
専従 兼任 専従 兼任 

管理者 １  １   １  

相談支援専門員 ３  ３   ３ 
社会福祉士・精神保健福祉士 

介護福祉士 

地域相談支援を 

担当する者 
３  ３   ３ 

社会福祉士・精神保健福祉士 

介護福祉士 

※広島県主任相談支援専門員養成研修 修了者１名 

※広島県相談支援従事者現任研修 修了者２名 

※広島県強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者３名 

※広島県医療的ケア児等コーディネーター養成研修 修了者１名 

※広島県精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修 修了者１名 

※広島県高次脳機能障害支援養成研修 修了者１名 

 

５ 実施する相談支援サービスの内容 

基本相談支援  

地域移行支援 

・地域移行支援計画の作成  

・入所施設や精神科病院への訪問による相談 

・地域移行のための障害福祉サービス事業所等への同行支援 等 



地域定着支援 

・地域定着支援台帳の作成  

・常時の連絡体制の確保 

・緊急の事態等の支援 等 

計画相談支援 ・サービス等利用計画の作成、モニタリングの実施 等  

障害児相談支援 ・障害児支援利用計画の作成、モニタリングの実施 等 

 

６ 利用料金（１単位の単価 10 円） 

 項目 サービス料金  注 

地

域

移

行

支

援 

地域移行支援サービス費（Ⅲ） 2,422 単位／月 特別地域加算 15％加算 

初回加算 500 単位／月  

集中支援加算 500 単位／月  

退院・退所月加算 2,700 単位／月 ３月以上１年未満＋500単位 

障害福祉サービスの体験利用加算(Ⅰ) 500 単位／日 地域生活支援拠点等の場合 

＋50単位 障害福祉サービスの体験利用加算(Ⅱ) 250 単位／日 

体験宿泊加算(Ⅰ) 300 単位／日 地域生活支援拠点等の場合 

＋50単位 体験宿泊加算(Ⅱ) 700 単位／日 

地
域
定
着
支
援 

体制確保費 315 単位／月 

特別地域加算 15％加算 緊急時支援費(Ⅰ) 734 単位／日 

緊急時支援費(Ⅱ) 98 単位／日 

計 

画 

相 

談 

支 

援 

機能強化型サービス利用支援費(Ⅱ) 

 居宅介護支援費重複減算(Ⅰ)の場合 

 居宅介護支援費重複減算(Ⅱ)の場合 

1,914 単位／月 

－582 単位／月 

－894 単位／月 

特別地域加算 15％加算 

機能強化型継続サービス利用支援費(Ⅱ) 

 居宅介護支援費重複減算(Ⅰ)の場合 

 居宅介護支援費重複減算(Ⅱ)の場合 

 介護予防支援費重複減算  の場合 

1,661 単位／月 

－633 単位／月 

－945 単位／月 

－20 単位／月 

福祉・介護職員等処遇改善加算 

5.1%加算 

初回加算 300 単位／月 

 

集中支援加算（訪問、会議開催・参加・通院同行） 300 単位／月 

    （情報提供） 150 単位／月 

入院時情報連携加算(Ⅰ) 300 単位／月 

入院時情報連携加算(Ⅱ) 150 単位／月 

退院・退所加算（３回を限度） 300 単位／回 初回加算との併給不可 

居宅介護支援事業所等連携加算 

情報提供以外 

情報提供 

 

300 単位／月 

150 単位／月 

初回加算と併給不可 

 

医療・保育・教育機関等連携加算（面談（計画作成月）） 200 単位／月 

初回加算又は退院・退所加算との 

併給不可 

（面談（モニタリング作成月）） 300 単位／月 

               （通院同行） 300 単位／月 

               （情報提供） 150 単位／月 

サービス担当者会議実施加算 100 単位／月 

 

サービス提供時モニタリング加算 100 単位／月 

行動障害支援体制加算（Ⅰ） 60 単位／月 

要医療児者支援体制加算（Ⅱ） 30 単位／月 

精神障害者支援体制加算（Ⅰ） 60 単位／月 

主任相談支援専門員配置加算（Ⅰ） 300 単位／月 

高次脳機能障害支援体制加算（Ⅱ） 30 単位／月 

地域生活支援拠点等相談強化加算(月 4回を限度) 700 単位／回 



地域体制強化共同支援加算 2,000 単位／月 

障
害
児
相
談
支
援 

機能強化型障害児支援利用援助費(Ⅱ) 2,101 単位／月 
特別地域加算 15％加算 

機能強化型継続障害児支援利用援助費(Ⅱ) 1,796 単位／月 

初回加算 500 単位／月 福祉・介護職員等処遇改善加算 

5.1%加算 集中支援加算（訪問、会議開催、会議参加、通院同行） 300 単位／月 

（情報提供） 150 単位／月  

入院時情報連携加算(Ⅰ) 300 単位／月  

入院時情報連携加算(Ⅱ) 150 単位／月  

退院・退所加算（３回を限度） 300 単位／回 初回加算との併給不可 

保育・教育等移行支援加算（情報提供以外） 300 単位／回  

（情報提供） 150 単位／回  

医療・保育・教育機関等連携加算（面談（計画作成月）） 200 単位／月 
初回加算又は退院・退所加算 

との併給不可 
（面談（モニタリング作成月）） 300 単位／月 

               （通院同行） 300 単位／月 

               （情報提供） 150 単位／月  

サービス担当者会議実施加算 100 単位／月 

 

サービス提供時モニタリング加算 100 単位／月 

行動障害支援体制加算（Ⅰ） 60 単位／月 

要医療児者支援体制加算（Ⅱ） 30 単位／月 

精神障害者支援体制加算（Ⅱ） 30 単位／月 

主任相談支援専門員配置加算（Ⅱ） 100 単位／月   

高次脳機能障害支援体制加算（Ⅱ） 30 単位／月   

地域生活支援拠点等相談強化加算(月４回を限度) 700 単位／回 
  

地域体制強化共同支援加算 2,000 単位／月 

 

７  利用者負担額 

  指定計画支援等に関する利用料金について、事業者が法律の規定に基づいて、市町から介護給付費

額を受領する場合（法定代理受領）は、利用者の自己負担はありません。 

   

８  サービス利用にかかる実費負担額 

  サービスを提供する際の交通費は、介護給付費支給の対象ではありません。 

  事業実施地域（江田島市全域）は無料ですが、事業実施地域外の方は、相談支援専門員（以下「専

門員」という。）が訪問するための交通費の実費（フェリー、電車、バス代等）が必要となります。た

だし、交通機関がなく自動車を使用した場合は、通常の事業の実施地域から路程１㎞当たり20円を実

費として徴収し、領収証を発行します。 

 

９ サービスの利用に関する留意事項  

サービス提供を行う専門員は、利用者の人権を尊重してプライバシーを保護することに努め、サービ

ス提供時に担当の専門員を決定します。担当の専門員が交替する場合は、予め利用者に説明するととも

に、利用者及びその家族等に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮します。利用者

から特定の専門員を指名することはできませんが、専門員は研修等を通じて職員の資質向上を図ってい

ますので、お気づきの点やご要望がありましたら、事業所相談窓口等に遠慮なくご相談ください。 

 

10 利用者の記録や情報の管理、開示について 

本事業所では、関係法令及び社会福祉法人江田島市社会福祉協議会特定個人情報保護規程に基づい

て、利用者の記録や情報を適切に管理し、利用者の求めに応じてその内容を開示します。開示に際し



て必要な複写料などの諸費用は、利用者の負担となります。保存期間は指定計画支援等を提供した日

から５年間です。 

 

11 事故発生時の対応 

(1) 本事業所が提供するサービスを通じて事故が発生した場合は、緊急対応マニュアルに基づき、関

係市町、利用者の家族、又は利用者が指定する者に報告を行うとともに、必要な場合は速やかに

利用者の指定する医療機関、又は緊急医療機関での診療を依頼します。 

(2) 本事業所の責に帰すべき事由により事故が発生し、利用者に損害を与えた場合は、本事業所がそ

の損害を賠償する義務を負います。本事業所に故意過失がない場合はこの限りではありません。 

(3) 本事業所は、万が一の事故発生に備えて損害賠償保険に加入しています。 

 

12 感染症の発生及びまん延等に関する取り組み 

事業所は、感染症の発生又はまん延を防止するため、次に掲げる取り組みをします。  

(1) 感染予防委員会を定期的に開催、指針の整備 

(2) 専門員に対し、研修及び訓練（シミュレーション）を年１回以上実施 

(3) 前２号を適切に実施するための担当者を設置 

 

13 非常災害対策 

(1) 事業所は、非常災害時においては、利用者の安全第一を優先し、 常に関係機関と連絡を密にし、

迅速適切な対応に努めます。 

(2) 事業所は、感染症や災害が発生した場合、必要なサービスを継続的に提供するため、次に掲げる

取り組みを行います。 

  ア 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

  イ 専門員に対し、業務継続のための研修及び訓練（シミュレーション）を年１回以上実施 

 ウ 事業所は、定期的に業務継続計画（ＢＣＰ）の見直しを行い、計画の変更を行います。 

 

14 虐待防止 

事業所は、専門員、養護者（利用者の家族等障害児者を現に養護する者）、又は障害福祉施設従事者

等（使用者も含む）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを関係

市町に通報するものとします。また、事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げ

る取り組みを行います。  

(1) 虐待防止に関する責任者の選定 

【虐待防止に関する責任者】 今宮 康雄 

(2) 虐待防止委員会を開催、指針の整備 

(3) 専門員に対し、虐待の防止のための研修を年１回以上実施 

(4) 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置 

(5) 成年後見制度の利用支援 

(6) 苦情解決体制の整備 

 

 

 

 

 



15 サービス内容に関する相談、苦情処理の体制、苦情解決の方法 

（1）苦情受付窓口 

事業所相談窓口 

・電話番号 ０８２３－２７－８８８０ 

・FAX 番号  ０８２３－２７－７７６０ 

・E-mail  esien@etajima-syakyo.org 

・面接場所 本事業所の相談室 

・苦情受付時間 営業日の午前８時 30分～午前５時 15 分 

(2) 苦情受付担当者  植松 実穂（管理者） 

ア 苦情等の受付 

イ 苦情等の内容の確認及び受付から苦情解決に至るまでの経過と結果の記録 

ウ 受け付けた苦情等及びその改善状況等を、苦情解決責任者、第三者委員へ報告 

(3) 苦情解決責任者 

藤井 伸（事務局長） 社会福祉協議会が行う事業（サービス事業を含む） 

(4) 第三者委員 

下田 満 電話番号 ０８２３－４５－３１１８ 

中村 和之 電話番号 ０８２３－４２－１３２４ 

(5) 行政機関その他の苦情受付機関 

江田島市 

社会福祉課社会福祉係 

電話 ０８２３－４３－１６３８ 

FAX 番号 ０８２３－５７－４４３２ 

対応時間 
月～金（祝・12/29～１/３を除く） 

午前８時 30 分～午後５時 15 分 

広島県社会福祉協議会 

運営適正化委員会 

電話 ０８２－２５４－３４１９ 

FAX 番号 ０８２－５６９－６１６１ 

対応時間 
月～金（祝・12/29～１/３を除く） 

午前８時 30 分～午後５時 

(6) 苦情解決の方法 

ア 利用者等への周知 

    施設内への提示等により、苦情解決責任者は、利用者に対して、苦情解決責任者、苦情受付担

当者及び第三者委員の氏名や連絡先、苦情解決の方法について周知します。 

イ 苦情の受付 

苦情は面接、電話、書面などにより苦情受付担当者が随時受け付けます。なお第三者委員に直

接申し出ることもできます。 

ウ 苦情受付の報告・確認 

苦情受付担当者が受け付けた苦情を苦情解決責任者と第三者委員（苦情申出人が第三者委員へ

の報告を拒否した場合を除く。）に書面にて報告します。第三者委員は内容を確認し、苦情申出人

に対して、報告を受けた旨を書面で通知します。 

エ 苦情解決のための話し合い 

苦情解決責任者は、苦情申出人と誠意をもって話し合い、解決に努めます。その際、苦情申出

人は、第三者委員の助言や立会いを求めることができます。なお、第三者委員の立会いによる話

し合いは、次のとおり行います。 

(ｱ) 第三者委員による苦情内容の確認 

(ｲ) 第三者委員による解決案の調整、助言 



(ｳ) 話し合いの結果や改善事項等の確認 

  オ 苦情解決の記録・報告 

    苦情解決や改善を重ねることで、サービスの質が高まり、運営の適正化が確保されます。これ

らを実行あるものとするため、記録と報告を積み重ねるようにします。 

(ｱ) 苦情受付担当者は苦情解決・改善措置までの経過と結果について書面に記録する。 

(ｲ) 苦情解決責任者は、一定期間毎に苦情解決結果について第三者委員に報告し、必要な助言

を受ける。 

(ｳ) 苦情解決責任者は、苦情申出人に改善を約束した事項について、苦情等申出人及び第三者

委員に対して、その措置の結果等を報告する。 

  カ 解決結果の公表等 

利用者様によるサービス選択や事業者によるサービスの質や信頼性の向上を図るため、個人情

報に関するものを除き「事業報告書」等に掲載し、公表します。 

 

16 その他 

(1) 事業所は、専門員の質的向上を図るため、次のような研修の機会を設けるものとして、業務体制

を整備しています。 

ア 採用時研修  採用後６ヶ月以内 

イ 継続研 修  年１回以上 

(2) 専門員であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、専門員でな

くなった後においても、これらの秘密を保持するべき旨を、専門員との雇用契約書上において明記

しております。 

(3) 専門員に対する金品・物品・飲食等のおもてなしは、堅くご遠慮させて頂きます。 

  



 

江田島市障害者生活支援センター 利用契約書 

 

利用者と、社会福祉法人江田島市社会福祉協議会（以下「事業者」という。）が開設する江田島市障

害者生活支援センター（以下「事業所」という。）は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）、社会福祉法並びに児童福祉法に基づき、利用者

が事業所から提供される指定一般相談支援サービス、指定特定相談支援サービス並びに指定障害児相談

支援サービス（以下「サービス」という。）を受けることついて、次のとおり契約を締結します。 

 

（契約の目的） 

第１条 この契約は、利用者がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営む

ことができるように、事業所が利用者に対して必要な障害者総合支援法、社会福祉法並びに児童福祉

法（以下「関係法令」という。）に基づくサービスを適切に提供することを目的とします。 

２ 事業所が、利用者に対して実施するサービスの内容等詳細は、「江田島市障害者生活支援センタ

ー重要事項説明書」に定めるとおりとします。 

（契約期間） 

第２条 この契約の有効期間は、契約締結日から利用者の地域相談支援給付費、計画相談支援給付費並

びに障害児相談支援給付費（以下「支援給付費」という。）の支給有効期間満了までとします。 

２ 契約満了日までに、利用者から事業所に対して契約終了の申し出がない場合、契約は支援給付費支

給有効期間満了まで自動更新されるものとします。 

(計画の作成） 

第３条 事業所は、相談支援専門員（以下「専門員」という。）に、地域移行支援計画、地域定着支援

台帳、サービス等利用計画並びに障害児支援利用計画（以下「計画」という。）の作成に係る業務を担

当させるものとします。 

２ 専門員は、利用者の居宅を訪問し、障害児の保護者や利用者の家族（以下「家族等」という。）や利

用者と面接して、利用者及びその家族等（以下「利用者等」という。）の置かれている状況、利用者

等が希望する生活、解決すべき課題等を把握します。 

３ 専門員は、計画の作成開始にあたっては、当該地域における指定障害福祉サービス事業者等が提供

するサービス内容や利用料等の情報を適正に提供して、利用者等に選択を求めるものとします。 

４ 専門員は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者等の選択に基づき、適

切な保健・医療・福祉・教育等のサービス（以下「福祉サービス等」という。）が、多様な事業者か

ら総合的かつ効率的に提供されるように配慮します。 

５ 専門員は、提供される福祉サービス等の目標・種類・内容・量・利用料・達成時期並びに福祉サー

ビス等を提供する上での留意事項等を記載した計画の原案を作成します。 

６ 専門員は、前項で作成した計画の原案に盛り込んだ福祉サービス等について、介護給付費等の対象

となるか否かを区分したうえで、計画原案の内容について、利用者等に説明して同意を得たうえで決

定するものとします。 

（計画作成後の便宜の供与） 

第４条 事業所は、計画作成後において、次の各号に定めるサービスを提供するものとします。 

(1) 利用者又はサービス事業所等と定期的に面接し、経過を把握します。計画の目標に沿ってサービ

スが提供されるよう、福祉サービス等との連絡調整を行います。 

(2) 福祉サービス等の実施状況や利用者の状況について定期的に再評価を行い、計画の変更、支給決

定の更新申請等に必要な支援を行います。 



（計画の変更）  

第５条 利用者等が計画の変更を希望した、若しくは事業所が計画の変更が必要と判断した場合は、事

業所と利用者等双方の合意に基づき、計画を変更します。変更された計画の書面については、利用者

等に交付するものとします。 

（障害者支援施設等への紹介） 

第６条 事業所は、利用者が居宅において日常生活を営むことが困難となったと認められる場合、又は

利用者等が指定障害者支援施設、指定障害児入所施設若しくは精神科病院（以下「障害者支援施設

等」という）への入所等を希望する場合は、障害者支援施設等への紹介その他の便宜の提供を行うも

のとします。 

（利用者負担について） 

第７条 重要事項説明書のとおりとします。 

（事業所の基本的義務） 

第８条 事業所は、利用者がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むこ

とができるよう、必要なサービスを適切に行います。 

２ 事業所は、利用者の意思と人格を尊重し、常に利用者等の立場にたって、サービスを提供します。 

（事業所の具体的義務） 

第９条 事業所は、サービス提供にあたり、利用者の生命・身体・財産等の安全・確保に配慮します

【安全配慮義務】 

２ 事業所は、本契約に基づく内容について、利用者等の質問等に適切に説明します【説明義務】 

３ 事業所及び専門員は、本契約によるサービス提供するにあたり、知り得た利用者等の秘密につい

て、正当な理由がある場合を除き第三者に開示することはありません【守秘義務】 

４ 事業所は、サービス提供に係る記録を整備し、提供日から５年間保存します。事業所の窓口業務時

間に自分の記録を見ることができます。また、実費を負担して記録をコピーすることができます【記

録保存整備義務】 

（事故と損害賠償） 

第10条 事業所は、サービス提供によって事故が生じた場合には、速やかに関係市町・家族等に連絡し

て必要な措置を講じます。 

２ 事業所は、サービス提供にあたり、事業所の責任と認められる事由によって利用者に損害を与えた

場合には、速やかに利用者の損害を賠償します。 

（契約の終了事由） 

第11条 本契約は、次の各号に基づく契約の終了が生じた場合に終了するものとします。 

(1) 利用者が死亡した場合 

(2) 事業者が解散命令を受けた、破産した、又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した場合 

(3) 事業者が指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

(4) 第12条から第14条に基づき本契約が解約又は解除された場合 

(5) 第２条の契約期間が満了した場合 

（利用者からの中途解約）  

第12条 利用者は、事業者に対して文書又は口頭による申し出をすることにより、いつでもこの契約を

解約することができます。  

（利用者からの契約解除） 

第13条 利用者は、事業所若しくは専門員が次の各号に該当する行為を行った場合には、ただちに本契

約を解除することができます。 

(1) 事業所若しくは専門員が、正当な理由なく本契約に定める相談支援を実施しない場合 



(2) 事業所若しくは専門員が、第９条第１項から第４項に定める義務に違反した場合 

(3) 事業所若しくは専門員が、故意又は過失により利用者等の生命・身体・財物・信用を傷つける等

により、本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

（事業者からの契約解除） 

第14条 事業者は、利用者が次の各号に該当する場合には、本契約を解除することができます。 

(1) 利用者が、故意又は重大な過失により事業所もしくは専門員の生命・身体・財物・信用を傷つけ

る等により、契約を継続しがたい重大な事情を生じさせ、その状況の改善が見込めない場合 

(2) 利用者が、通常のサービス提供地域外に転居した場合 

（個人情報の保護） 

第15条 事業所及び専門員は、事業者の「個人情報保護規程」を遵守し、利用者に対するサービスの提

供にあたって知り得た情報の保護に努めます。この守秘義務は、本契約が終了した後も継続します。 

２ 事業所は、その専門員が退職後、在職中に知り得た利用者又はその家族の個人情報の漏えいがない

よう適切な措置を講じます。 

３ 事業所の過失により、利用者又はその家族の個人情報が漏えいして損害が生じた場合、事業者は損

害を負う責任を持ちます。 

（個人情報の使用） 

第16条 事業者は利用者又は家族等の個人情報について、必要最小限の範囲内で使用することができま

す。また、正当な理由なく第三者に漏えいしません。ただし、利用者又家族等から文書等で予め同意

を得れば、サービス担当者会議等において支援に関わる関係機関他に個人情報の提供を行えることと

します。 

（苦情解決） 

第17条 利用者は、本契約に基づくサービスに関して、いつでも重要事項説明書に記載されている苦情

受付窓口に苦情を申し立てることができます。 

２ 事業所は、苦情対応の窓口及びその連絡先を明らかにするとともに、苦情の申し立て又は相談があ

った場合には、迅速かつ誠実に対応します。 

３ 事業所及びその職員は、事業者の「苦情解決に関する処理要綱」を遵守し、利用者又家族等が苦情

申し立てを行ったことを理由として、何らかの不利益な取扱をすることはありません。 

（善管注意義務） 

第18条 事業所は、この契約で定められた業務を行うにあたっては、関係法令を遵守し、善良なる管理

者の注意をもって、その業務を遂行します。 

（契約外条項等） 

第19条 本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は関係法令その他諸法

令の定めるところに従い、利用者と誠意をもって協議するものとします。 

（裁判所轄） 

第20条 この裁判に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者および事業者は、利用者の所在地を管

轄する裁判所を第一管轄裁判所とすることを予め合意します。 

 

 

 

 

 

 

 



 

私(事業者)は、利用者がサービスを利用する前に、サービス内容、個人情報の使用同意、その他重要事

項について説明しました。 

 

重要事項説明年月日   令和   年   月   日 

 

事 業 者  所 在 地  広島県江田島市能美町鹿川2060番地 

法 人 名  社会福祉法人江田島市社会福祉協議会 

代 表 者   会長 堂野﨑 平               

 

事 業 所   江田島市障害者生活支援センター 

説 明 者  相談支援専門員               

 

 

私(利用者)は、事業者からサービス内容、個人情報の使用同意、その他重要事項について説明を受

け、同意をしたので、本契約を締結します。 

 契約締結を行うにあたり、本書を２通作成し、利用者と事業者は署名押印の上、１通ずつ保有するも

のとします。 

 

令和   年   月   日 

 

    利用者  住 所                       

 

氏 名                    ㊞  

 

家 族  住 所                       

 

氏 名                    ㊞  

 

本人との続柄        

 

    代理人  住 所                       

 

氏 名                    ㊞  

 

本人との続柄        

 

  



利用契約における個人情報使用同意書 

 

 私（利用者及びその家族）の個人情報について、以下の記載するところにより必要最小限度の範囲内

で使用することに同意します。 

 

１ 使用する目的 

事業者が、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための制度に関する法令、社会福祉法

並びに児童福祉法に従い、私への地域移行支援計画、地域定着支援台帳、サービス等利用計画並びに障

害児支援利用計画に基づいて、円滑に指定一般相談支援サービス、指定特定相談支援サービス並びに指

定障害児相談支援サービスを提供するために実施されるサービス担当者会議の他、以下の事項に対して

使用できるものとする。 

⑴ 私が利用する他のサービス事業者等との情報共有 

⑵ 事故や苦情等による関係機関への報告 

⑶ 緊急時における医師や関係機関への報告 

⑷ その他障害福祉事務に必要な場合 

２ 使用する条件 

⑴ 個人情報の提供は、１に記載する目的の範囲内で必要最小限に留め、情報提供の際には関係者以外

には決して漏れることがないように細心の注意を払うこと。 

⑵ 事業者は、個人情報を使用した会議、相手方、内容等について記録すること。 

３ 個人情報の内容(※) 

氏名、住所、健康状態、病歴、家庭状況等、事業者がサービスを提供するために最小限必要な利用者

や家族個人に関する情報。 

（※）「個人情報」とは、利用者個人及び家族に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は

識別され得るものをいいます。 

 

 

令和  年  月  日 

 

 社会福祉法人 江田島市社会福祉協議会 

 江田島市障害者生活支援センター  様 

 

    （利 用 者） 住所                      

 

            氏名                   ㊞  

 

    （利用者家族） 住所                      

 

            氏名                   ㊞  

 

    （代 理 人） 住所                      

 

            氏名                   ㊞  

 


